
 

 



はじめに

日経平均株価がバブル期の最高値を更新する

（2024 年 2 月 22 日）など日本経済に明るい雰

囲気が広がってきている一方，円ドルレートは

1990 年代初頭のレベルとなり，最近では輸入

物価の上昇を通じたインフレの要因として円安

のマイナス面を指摘する意見も多く聞かれる。

90 年代初頭のバブル経済崩壊から 30 余年。こ

の間，90 年代末期の金融危機，リーマンショッ

クやコロナ禍，ウクライナ戦争など様々な国内

外の状況変化があったが，一貫して課題となっ

てきたのは日本経済の停滞である。日本経済は

まさに「失われた 30 年」と呼ばれる時間を過

ごしてきたと言われる所以である。

本稿では日本経済の停滞の原因をイノベー

ション政策という視点で考察するものである。

もちろんイノベーション政策だけで日本経済の

停滞の要因を説明することは困難だが，経済的

価値を生む主体である企業を支援する政策とし

てのイノベーション政策にこの失われた 30 年

の責任の一端があると言っても過言ではない。

さらに，近未来を見通すと，日本国内で進展し

ている高齢化，少子化，世界に目を転じれば今

後ますます強まることになる地球温暖化対策な

どの地球規模の課題や興隆する新興国経済との

競争の激化など，わが国経済を巡る環境はます

ます厳しくなっていくことが予想される。日本

経済において新たな需要を喚起するイノベー

45世界経済評論 2024年7月8月号

大阪大学共創機構 機構長補佐・教授 秦茂則
はた しげのり 名古屋大学大学院工学研究科修了（修士）。Queenʼs University MPA。

1992年通商産業省入省，1997年人事院長期在外研究員（カナダQueenʼs University），

1999 年経済企画庁出向，2007 年 JETRO バンコクセンター次長，2012 年復興庁参事

官，2014 年東工大産学連携本部教授，2017 年 NEDO総務部長等を経て，現在に至る

日本の
イノベーションシステムと
スタートアップの役割

本稿では「失われた 30年」というバブル経済崩壊後の長期的経済低迷を辿った日本経済について国家イノ

ベーションシステム（NIS）の視点から先行研究の議論を基に考察する。NIS は一国のイノベーションシステ

ムはそれぞれの国の教育，労働などの制度に根差したものであるという考え方である。戦後の復興期から高度

成長期に日本は海外からの技術の吸収に有利なNIS を形成していた。しかしながら，バブル経済崩壊以降に

おいても日本のNIS は大きな変革は起きず，新興国企業との競争激化といった外部環境に対応できなくなり，

経済の長期低迷の一因となった。NIS の変革は容易なことではないが，米国のスタートアップの大きな役割

を参考にすれば，日本においてもスタートアップ企業の振興によりNIS の変革が進むことが期待される。



ションの創成は喫緊の課題であり，イノベー

ション政策の役割は非常に大きいと言える。

議論の前提として，本稿でのイノベーション

及びイノベーション政策の定義を明確にしてお

きたい。Edler et al.（2016）は，「イノベーショ

ン政策」とはイノベーションの創生及び普及を

支援するための公的な介入であり，また，「イ

ノベーション」とは，新しい財，サービス又は

ビジネスモデルで商業的又は非商業的に実施さ

れるもの，と定義している。この定義に基づ

き，イノベーション政策は科学技術政策のみな

らず，教育，雇用・能力開発，特許制度，金融

などイノベーションの促進のための広範な政策

を包含するものとなる。

本稿の構成は以下のとおりである。第Ⅰ節で

はイノベーションシステムとリニアモデルと対

比する形で述べる。第Ⅱ節では日本のイノベー

ションシステムとその特徴，第Ⅲ節では米国の

イノベーションシステムの概略を述べる。第Ⅳ

節ではスタートアップ政策の動向を紹介し，第

Ⅴ節で起業エコシステムを概説する。最後に議

論をまとめる。

Ⅰ イノベーションシステムと

リニアモデル

本節ではイノベーション政策の理論的根拠と

なっている国家イノベーションシステム

（National Innovation System：NIS）について

Fagerberg（2017），Edler and Fagerberg

（2017）， Edquist and Hommen（1999），

Metcalfe（1994）の議論に沿って概説する。そ

の前にイノベーションにおけるリニア（線形）

モデルについて以下簡単に触れておきたい。

科学，技術及びイノベーションに関する政策

は第二次大戦後に本格的に始まった。当時の支

配的な理論的根拠は後にリニアモデルと称され

るもので，科学的進歩が経済的な進歩の要因と

するものである。すなわち，リニアモデルのイ

ノベーション過程とは，科学が技術の発展につ

ながり，その技術が市場のニーズを満足させる

という考え方である。それは，商業的な研究開

発を応用研究と捉え，基礎的科学研究から商業

的応用に一方向に流れることを想定している。

このモデルではイノベーションの発生する過程

において製品開発やマーケティングといった下

流の段階から上流の研究開発へのフィードバッ

クは想定していない。このリニアモデルのアプ

ローチによれば，経済的な恩恵を享受するため

には早期に科学的進歩を実現することが必要と

された。その際，大学や研究所で創生される知

識を経済的な価値に変換する際の問題は無視さ

れていなかったものの，比較的些細な問題とさ

れていた。

科学が経済的価値の主要な要因であるなら

ば，なぜ民間企業は必要な投資を行わないの

か。この疑問は自律的に均衡に導く市場が万人

に最良の結果をもたらすと考えている標準的な

経済学者の関心となった。民間企業が科学に対

して必要な投資を行わない理由として，多くの

場合知識のスピルオーバーにより，新しい知識

を生み出した者はその経済的利得を十分に占有

することはできない（非占有性）ことが挙げら

れる。知識は公共財的性質を有し，だれにでも

アクセス可能なので社会全体としてのリターン

が高いという性質がある。しかしながら，非占

有性により企業にとって知識の創生のために投

資するインセンティブが低下し，結果として新

しい知識の創生のために社会全体として望まし

い投資レベルよりも過少投資を招くことにな
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る。これが「市場の失敗」であり，科学投資を

社会的に最適な水準に引き上げるための公的介

入を正当化するものである。

「市場の失敗」は科学に対する公的投資の理

論的根拠であり続けた。しかしながら，その説

明は政府がどの程度科学に投資すべきか，最適

な資源配分に達するために必要な公的投資の量

はどれくらいかに関し指針を与えるものではな

かった。また，このリニアモデル理論では，標

準的な経済学に基づき，①情報は流動的である

こと，及び②企業は万能ですべての情報を授け

られていること（すべての潜在的に重要な要因

についての情報とその情報に基づく最適な選択

を瞬時に行うことができる），を前提としてい

るが，現実にはそのような状態は成立しない。

実際，経済的に有益な情報（「知識」）は文脈依

存的であり，アクセスが難しく，吸収するコス

トも高い。

このリニアモデル論の限界を補う形で NIS

が主にヨーロッパの研究者を中心に展開されて

きた。NIS への関心は高度成長を実現した日

本経済への関心が端緒とされる。イノベー

ションシステムに関する理論的な考察として

Lundvall の「相互作用的学習理論」が有名で

ある（Lundvall：2007）。以下にその理論的な

概念を紹介する。

Lundvall（2007）では，観察に基づき以下の

ような基本的視座に立っている。現在の経済の

中で最も重要な資源は知識であり，最も重要な

プロセスは学習である。その上で，NIS の基本

となる事実として以下を提示した。①企業は

NIS で最も重要な役割を果たす，②企業は他社

や大学，公的研究機関との相互作用（interac-

tion）の中でイノベーションを生み出す，③企

業がイノベーション活動を行う際の土台はその

国の教育システム，労働市場，金融市場，知的

財産制度，競争政策及び社会保障スキームであ

る，④異なるセクターに属する企業間では異な

るイノベーションの方法，相互作用となる。

また，知識と学習をイノベーションシステム

につなげる以下の前提を置いている。①経済パ

フォーマンスに重要な知識は土着化（local-

ized）しており，簡単には移転しない，②重要

な知識は，個人，企業のルーティン，組織と個

人の関係に体化している。③学習とイノベー

ションは相互作用の結果であり，これらは強く

連関している，④相互学習は社会的に埋め込ま

れたプロセスであり，純粋な経済分析には適さ

ない，⑤国のシステムはその国の生産，貿易，

知識基盤の専門化によって異なっている。この

ような Lundvall の見方は，国ごとに異なる事

情を相互作用学習的なイノベーションの理論と

関連付ける国別アプローチと言える。

また，NIS は進化経済学にも立脚している

（Nelson and Winter，1982）。進化経済学はシ

ステムに新規性，多様性を生じさせるしくみに

関し生物学の遺伝子の突然変異に相当するもの

としてイノベーションを捉える考え方である。

システム内に選択する仕組み（市場による選択

又は政治的・制度的な選択）がある。進化経済

学では，標準的な経済学理論と異なり，均衡点

に到達することはなく，終わりのない経路依存

のプロセスとなる。このため，NIS には最適状

態という考えはない。むしろ，NIS はその国の

経済システムと政治的及び制度的システムの共

進化を反映した長い歴史的過程の結果である。

したがって，ひとたび確立されたシステムは環

境の変化にも関わらず極めて持続性がある

（Fargerberg，2017）。

イノベーションシステムはイノベーションに

47世界経済評論 2024年7月8月号

日本のイノベーションシステムとスタートアップの役割



関与する個人，組織及び制度というアクターの

間の相互作用（Fargerberg，2017）である。

主役は企業又は起業家であり，これら企業・起

業家の活動を活性化するためにその企業・起業

家と相互作用するアクターを強化することがイ

ノベーションシステムの観点からの重要な課題

である。

図 1にあるように，企業におけるイノベー

ションは，知識，スキル，需要，金融及び制度

という構成要素に影響を受ける。イノベーショ

ンに関する構成要素を担当する政府の各担当部

局はイノベーションを創出するという政策目的

に沿って政策を遂行することが必要であり，こ

れが求められる戦略的イノベーションシステ

ム・マネジメントということになる。

このうち知識は企業内部から創成される知識

のほかに大学などにおける公的研究開発や企業

間の共同研究などによって供給される。専門的

及び一般的なスキルは企業がイノベーションを

生むために本質的に重要な能力である。また，

需要がなければ革新的な解決策や革新的企業は

生まれないため需要は重要な要素である。技術

標準や規制の制定，公共調達の活用によって政

府は革新的な解決策に対する市場を創出して支

援することができる。金融は特にスタートアッ

プ企業の起こすイノベーションが生き残るため

に必要である。小企業や起業家による革新的な

取り組みは不確実性が高いため金融マーケット

から必要な資金を調達することが困難である。

制度は法律，規制の他非公式な規範やルールま

でを含む。例として，知財に関する法令，起業

に関する制度，雇用に関する規制，社会保障，

汚職対策などがある。

イノベーションシステムの重要な特徴として

特に注目を集めていているのはこれらの各要素

間あるいは政策間の強い補完性である。もし一
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（出所）Fagerberg（2017）を基に改変



つの領域が欠ければシステム全体が停止あるい

はスローダウンすることになる。このような

NIS について日本の特徴は何か次節で概説す

る。

Ⅱ 日本のイノベーションシステムの

特徴

戦後の日本経済の急速な発展は欧米研究者の

注目を集め，国ごとの制度が経済発展に与える

影響への関心が NIS 研究の原点となった。

Freeman（1987）は日本の戦後の成長の要因

について，NIS の観点から，①通商産業省の役

割，②生産システムのデザインと開発における

統合された手法における企業の開発戦略，③教

育，④企業での訓練，管理，動機付けの社会的

イノベーション（終身雇用など），⑤マーケ

ティング，訓練や技術的活動への長期的な投資

を可能とする産業構造（系列取引など），をそ

の特徴として挙げている。

Mowery & Oxley（1995）は，戦後急速な経

済発展を成し遂げた日本をはじめとする東アジ

ア諸国について，海外からの技術導入が経済発

展の大きな要素の一つであるとし，これらの東

アジア諸国は「国としての技術の吸収能力

（absorptive capacity）」を強化するNIS を持っ

ていると分析した。さらに，この NIS は科学

的及び技術的な人材育成への投資と国内事業者

間の競争を確保する経済政策に基づいており，

戦略産業育成に向けた公的な介入や貿易制限措

置の重要性は二次的であるとしている。

Odagiri & Goto（1993）は，日本のNIS に関

し，戦後の高度成長期の日本企業の行動，企業

内部の特徴として以下を挙げている。①株式の

持ち合いの下，従業員から昇進した経営層の裁

量は大きく，成長志向の投資ができたこと，②

研究開発や生産部門の出身の経営層が多いた

め，技術シーズやマーケットに精通していたこ

と，③従業員が社内異動により研究開発，生産

及び販売部門を渡り歩くことによって各部門と

の人的なネットワーク形成が進み，各部門のつ

ながりが強くなることで迅速な製品の投入が可

能となったこと，④これらの背景として終身雇

用を前提とした社員教育・育成等の人材マネジ

メントが行われていたこと，である。

また Lundvall（2007）は，企業間の関係に

ついて純粋ではなく信頼や忠誠，権力関係に

よって組織化されているとし，日本の企業間の

長期にわたる取引的関係は，当事者間の独立性

を重視するアングロサクソン社会の企業間の関

係と比べて特徴的であるとしている。

上記の先行研究をまとめると日本の NIS の

特徴として，①科学者，技術者の育成，②企業

間の長期的な取引関係とそれに基づく企業間の

知識の相互流通，③主に製造業について企業内

における上流の研究開発と下流の生産・販売・

マーケティングとの間の円滑な知識の相互流

通，④それを可能とする企業内での異動・人材

育成，さらに⑤その基盤となる終身雇用制度や

教育制度，となる。上記の先行研究では大学な

どのアクターについての言及はほとんどなく，

企業活動に関心が集中しているが，1980 年代

後半から 90 年代前半にかけて日本の企業が隆

盛を誇った時期に書かれたことも要因であろ

う。

知識が最も重要な資源であり，学習が最も重

要なプロセスというNIS の視点を踏まえると，

バブル後の長期的な経済低迷期において，新興

国企業との競争の激化により新たな価値の創出

が求められていたにも関わらず，それまでの技
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術の導入及び漸進的なイノベーションに最適化

していた日本企業は新たな知識を自社内で生み

出せなくなり，結果として新たなイノベーショ

ンを起こすことができなくなってきたといえ

る。では，アメリはどうなのか。日本の NIS

との比較の観点から，次節において米国のNIS

について簡単に述べておきたい。

Ⅲ 米国のイノベーションシステムの

特徴

米国の NIS の特徴について先行研究に基づ

き概説する。Mowery & Rosenberg（1993）

は，米国の NIS の 3 つの重要なセクターは産

業，大学及び連邦政府であり，その特徴とし

て，①研究開発の規模の大きさ，②電子技術，

コンピュータのハードウェア及びソフトウェ

ア，バイオテクノロジー，ロボティクスにおけ

る新規技術の商業化における新規企業の重要

性，③反トラスト法，④ NIS における軍の役

割の大きさ，としている。特に軍の役割につい

て第二次大戦後の初期の期間でハイテク産業の

商業的強さの源泉は軍による研究開発であっ

た。他方で，連邦政府として統一的な方針が

あったわけでなく，巨額の研究開発投資を各省

庁がバラバラに行ってきたが，これが公的な研

究開発投資の多元性と多様性につながってい

た。また，企業との大学の連携は新しいことで

はなく，1940 年代までに確立されていたが，

バイオテクノロジー分野では米国の大学の基礎

研究が商業的に重要な発見を多く生み出すと認

識され，近年特にこの分野での企業と大学の連

携が拡大している。

また，企業レベルでみると，1980 年代の日

本企業との競争を受けて，1990 年代に入り，

米国企業は自社研究所を重視する姿勢から，外

部組織との連携を重視する姿勢へと変化した。

その結果，社内での人材育成や暗黙知と蓄積を

重視する日本企業よりも，買収や産学官連携を

通して研究開発を推進する米国企業の方が，迅

速に新事業に進出できるようになった。その背

景として国家共同研究法（1984 年），連邦技術

移転法（1986 年）などの一連の政策変更が

あった（宮田・岡村，2023）。アメリカの NIS

において大きな役割を果たしているスタート

アップは各国においても注目されている。次節

で日本のスタートアップ政策の状況を概説す

る。

Ⅳ 我が国のおけるスタートアップ政策

の動向

NIS はそれぞれの国の様々な制度に根差した

ものであるため，これを根本的に変革すること

は企業活動に関する制度のみならずその背後に

ある教育，雇用，社会保障などの広範な社会制

度の抜本的な変更を迫るものであり，時間を要

するのが現実である。そこで注目されるのがス

タートアップ企業の支援である。スタートアッ

プ企業という新しいイノベーションの担い手及

びスタートアップ企業が生まれてくる環境を整

えることにより，金融，労働，教育などの制度

が徐々に変革されていくことが期待される。

我が国のイノベーション政策におけるスター

トアップの位置づけについて第 6期科学技術・

イノベーション基本計画（2021〜2025 年度）

における課題意識を確認する。第 6 期計画で

は，従来用いてきたベンチャー企業という用語

をスタートアップ企業に替え，これまでの取り

組みについて総括している。具体的には，「こ
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れまで我が国は，既存事業会社を中心としたク

ローズ型，リニア型のイノベーションが主流と

なっており，スタートアップが十分に活躍でき

なかった。また，スタートアップが成長しよう

としても，起業前・起業直後（シード・アー

リー）期の資金不足，経営人材不足，事業会社

との連携の困難性，初期需要創出不足，大学や

国立研究開発法人発スタートアップの創出不足

等といった課題があり，世界に羽ばたくスター

トアップを創出するイノベーション・エコシス

テムが十分に発達していない状況にある」とし

ている。

こうした認識の下，日本政府が進めているス

タートアップ・エコシステム拠点形成戦略は次

の 7 つの戦略から構成されている（石井，

2021）。①世界と伍するスタートアップ・エコ

システム拠点都市の形成，②大学を中心とした

エコシステム強化，③世界と伍するアクセラ

レーション・プログラムの提供，④技術開発型

スタートアップの資金調達等促進（GAP ファ

ンド），⑤政府，自治体がスタートアップの顧

客となってチャレンジを推進，⑥エコシステム

の「つながり」形成の強化，機運の醸成，⑦研

究開発人材の流動化促進，である。

さらに新しい資本主義実現会議は，2022 年

11 月，「スタートアップ育成 5 か年計画」を取

りまとめた。この計画では目標として，①

2027 年度のスタートアップへの投資額を現状

の 10 倍以上となる，10 兆円規模とすること，

また，②将来においてユニコーン企業を 100 社

創出し，スタートアップを 10 万社創出する，

ことを掲げている。また，スタートアップ担当

大臣も置かれ，スタートアップ政策が我が国の

経済政策上の重要課題の一つとなってきてい

る。

Ⅴ 起業エコシステム

ここでスタートアップ政策の理論的な背景に

ついて述べておきたい。リーマンショックを端

緒とした世界的な金融危機の後に，市場志向型

の産業政策として「起業エコシステム（entre-

preneurial ecosystem）」を形成する取り組み

が各国，各地域で進められてきた（WEF，

2014）。Stam（2015）の議論に基づき，新たな

アプローチの「起業エコシステム」の概要を説

明する。

起業エコシステムのアプローチでは特に「生

産的起業」に着目する。ここで生産的起業に着

目する理由は具体的には以下のとおりである。

既存の企業で働いていた従業員が独立し，以前

の企業と同じような事業を行う企業を新設した

場合，需要の限られているローカルな市場では

既存企業と新設企業の間で価格競争が起き労働

者の賃金などの付加価値が減少する。一方，

「生産的起業」は新しい価値の創出を目的とし

た起業であり，地域における付加価値は増大す

ることとなる。この生産的な起業家の重要性の

認識が単なる新会社設立や自営業といった「起

業の量」ではなく，成長やイノベーション志向

の起業という「起業の質」への移行のトリガー

となっている。このように「起業エコシステ

ム」アプローチでは，起業家がイノベーション

の機会を活用するプロセスに注目し，特に，イ

ノベーション，生産性向上，雇用の重要な源泉

である，高い成長を実現するスタートアップ企

業を政策の対象とする。これは自営業を含む伝

統的な起業促進とは異なるものである。

起業エコシステムにおいては，起業家のコ

ミュニティの中で起業が実現することが鍵とな
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る。このため企業ではなく個人の起業家が重要

であり，その起業家がどのような個人的問題意

識や他者との関係性から起業に至るのかという

文脈の役割が重要なる。また，起業エコシステ

ムではシステムのアウトプットとしての起業家

のみならず，このエコシステムの健全性を担保

する役割としての起業家が重視される。すなわ

ち成功した起業家が後に続く起業家に対してメ

ンターやエンジェル投資家として支援すること

でエコシステムの健全性が確保されることとな

る。このエコシステム・アプローチでは自治

体・政府は起業家やサポートサービスの提供者

が活動しやすいよう法制度や規制を調整するこ

とが求められる。

このエコシステムの概念図（図 2）は，4 つ

の実在する層の間の因果の深さを明らかにして

いる。システム条件はエコシステムの中心であ

る，①起業家のネットワーク，②リーダーシッ

プ，③金融，④人材，⑤知識及び⑥支援サービ

ス，の 6つの要素である。これらの要素の存在

と相互作用がエコシステムの成否を決める。起

業家のネットワークは情報の流通により資本と

労働の分配を可能とする。リーダーシップは健

全なエコシステムの維持に不可欠である。起業

に関する知識を有する者による資金の提供は不

確実な起業プロジェクトへの投資に極めて重要

である。しかし，効果的な起業エコシステムに

おいて最も重要な要素は多様なスキルをもつ人

材である。起業に向けての重要な知識の源泉と

なる公的及び私的な研究機関の役割も大きい。

最後にサポートサービスの提供は起業へのバリ

アを低めることにつながる。

終わりに

本稿ではイノベーション政策の理論的な背景

となる NIS について先行文献に基づき概念の

理論的背景と日本及び米国の NIS について紹

介した。また，近時特に注目を集めているス

タートアップ政策における起業エコシステム

（entrepreneurial ecosystem）についても触れ

た。

NIS では，教育，労働，社会保障など各国の

様々な社会制度とイノベーションの関係に着目

する考え方であり，日本の NIS はレベルの高

い初等中等教育，長期雇用慣行などの制度によ
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(出所）Stam（2015）より改変



り外国からの技術導入や漸進的なイノベーショ

ンに有利なシステムとして形成されてきた。

NIS が様々な社会制度と深く関連しているた

め，その変革には様々な社会制度の変更が必要

となることからなかなか簡単ではないのが現状

である。

スタートアップが新たな価値を創出すること

でイノベーションをけん引し，それが経済成長

につながることは最大の期待であるが，そのス

タートアップにより日本の NIS が変革されて

いくことも期待されることである。折しも生成

AI の急速な技術進歩により今後経済社会に必

要とされる人材を巡り，教育の在り方も含めて

議論が始まったばかりである。成功した起業家

がロールモデルとなり，そうした成功を目指し

て意欲ある若い人材が起業に取り組むこと，ま

たそうした人材を輩出・支援するためのしくみ

に変えていくことで日本の NIS の変革が進む

ことが期待される。
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